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　○申請添付書類について

　案内図参考例

添付書類

静岡市屋外広告物条例第１０条第１項
(1) 氏名及び住所
(2) 広告物又は掲出物件の種類
(3) 広告物を表示し、又は掲出物件を設置する場所
(4) 表示の内容
(5) 形状、面積、材料及び構造
(6) 色彩、意匠その他表示の方法
(7) 前各号に掲げるもののほか、規則で定める事項

静岡市屋外広告条例第 10 号第 2 項
(1) 案内図
(2) 仕様書及び設計図　　　
(3) 色彩及び意匠を表す図面
(4) 前３号に掲げるもののほか、規則で定めるもの

令和４年度 屋外広告物講習会  建築基準法（工作物確認申請） 

11 

  令和４年度 屋外広告物講習会  建築基準法（工作物確認申請） 

12 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 通常、北を上にして作成します。 

※ 図面の縮尺は特に定められていませんが、通常、1/100 又は 1/200 

※ 基礎、上部が道路内に入っていないか確認してください。 

※ がけ等の影響は問題ないか確認してください。 

 通常、 北を上にして作成します。
図面の縮尺は特に定められていませんが、 通常、 1/2500、
1/3000 の白地図に申請敷地を明示、 又は概ね 1/1500 の住宅地図
のコピーに申請敷地を明示。

通常、 北を上にして作成します。
図面の縮尺は特に定められていませんが、 通常、 1/100 又は 1/200
基礎、 上部が道路内に入っていないか確認してください。
がけ等の影響は問題ないか確認してください。
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申請添付書類

　色彩及び意匠を表す参考例

　構造詳細図参考例

&

#

P

令和４年度 屋外広告物講習会  建築基準法（工作物確認申請） 

13 

※ 図面の縮尺は特に定められていませんが、通常、1/20 から 1/50 

※ 高さ 20ｍを超える場合は、避雷設備（避雷針など）を明示 

※ 防火地域内に設置する場合は、仕上げ材料（不燃材料）などの明示 

※ 他の図面との整合がとれているか確認してください 

  

令和４年度 屋外広告物講習会  建築基準法（工作物確認申請） 

14 

※ 図面の縮尺は特に定められていませんが、通常、1/50、1/100 又は 1/200 

※ 他の図面との整合がとれているか確認してください。 

 

  

1/50　1/100　1/200 などの縮尺を用いる

構造詳細図 1/50〜 1/10縮尺を用いる

色彩及び意匠を表す図面
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　○静岡市の規制地域の確認方法

①①静静岡岡市市ホホーームムペペーージジのの「「都都市市計計画画情情報報イインンタターーネネッットト提提供供ササーービビスス」」ににアアククセセススししまますす。。
＜静岡市トップページから＞

ホーム⇒インターネットサービス⇒地図情報（防災・都市計画・道路等）
⇒都市計画情報インターネット提供サービス⇒「都市計画情報」のマップを開く

＜ ＞

②②住住所所をを入入力力ままたたはは選選択択ししまますす。。 ③③「「全全ててははずずすす」」をを押押ししててかからら、、
「「屋屋外外広広告告物物条条例例」」ににチチェェッッククををすするる。。

④④地地図図上上のの色色かからら規規制制地地域域をを判判断断ししまますす。。 凡例
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　○工作物確認証明書

工作物の確認済書

工作物の検査済書
第二十一号様式（第四条の四関係）（Ａ４） 
 

 
建築基準法第７条第５項の規定による 

 
検査済証 

 
 

第 号 
年 月 日 

 
建築主、設置者又は築造主 様 

 
建築主事等職氏名 印 

 
 

下記に係る工事は、建築基準法第７条第４項の規定による検査の結果、建築基準法第６

条第１項（建築基準法第６条の４第１項の規定により読み替えて適用される同法第６条第

１項）の建築基準関係規定に適合していることを証明する。 
 

 
記 

 
 
１．確認済証番号 第 号 
２．確認済証交付年月日 年 月 日 
３．確認済証交付者 
４．建築場所、設置場所又は築造場所 

静岡県静岡市〇〇区○○一丁目〇〇－〇〇 
５．検査を行つた建築物、建築設備若しくは工作物又はその部分の概要 

（一般工作物）

（１） 工作物の名称 ○○〇〇株式会社看板

（２） 工作物の種類 広告塔

（３） 工作物の高さ ○○ 〇〇〇ｍ

（４） 工作物の構造 鉄骨造

（５） 工事種別

■新築□増築□改築□その他（ ）

（６）その他必要な事項

 
６．検査後も引き続き建築基準法第３条第２項（同法第 条の９第１項において準用する場

合を含む。）の規定の適用を受ける場合は、その根拠となる規定及び不適合の規定

７．検査年月日 年 月 日 
 
８．委任した建築主事氏名 建築主事等職氏名 印 

 
（注意） この証は、大切に保存しておいてください。 
  

 

第五号様式（第二条、第二条の二、第三条関係）（Ａ４）

建築基準法第６条第１項の規定による

確認済証

第 号

年 月 日

建築主、設置者又は築造主 様

建築主事等職氏名 印

下記による確認申請書に記載の計画は、建築基準法第６条第１項（建築基準法第

６条の４第１項の規定により読み替えて適用される同法第６条第１項）の建築基準

関係規定に適合していることを証明する。

記

１．申請年月日 年 月 日

２．建築場所、設置場所又は築造場所

静岡県静岡市〇〇区○○一丁目〇〇－〇〇

３．建築物、建築設備若しくは工作物又はその部分の概要

（一般工作物）

（１）  設置する建築物又は工作物（昇降機以外の工作物の場合は工作物名称）

名称 ○○〇〇株式会社看板

（２）  工作物の種類 広告塔

（３）  工作物の高さ ○○ 〇〇〇ｍ

（４）  工作物の構造 鉄骨造

（５）  工事種別

■新築□増築□改築□その他（ ）

（６）その他必要な事項

４．適合判定通知書の番号

５．適合判定通知書の交付年月日

６．適合判定通知書の交付者

（注意）この証は、大切に保存しておいてください。  
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　○是正指導のフロー

条例違反広告物の発見

口頭指導

是正指導文書の送付

是正督促文書の送付
条例違反シール貼付の予告

条例違反シール貼付
【条例第 21条第 1項】
土地所有者への協力依頼

是正計画内容の確認
確認書の送付

条例違反シール貼付の予告

条例違反シール貼付
【条例第 21条第 1項】
土地所有者への協力依頼

静岡市行政手続条例の規定による弁明の機会付与の通知
（弁明の機会の付与通知書・弁明書の送付）

弁明書の内容確認
措置命令書の送付

督促状の送付
除却命令違反シール
貼付の予告

警察署と告発協議
（告発の可否）

除却命令違反シール貼付
【条例第 21 条第 2 項】 刑事告発

指導終了 行政代執行

是
正
計
画
書
の
提
出

是
正
あ
り

罰罰則則（（条条例例第第3377条条～～第第4411条条））

罰罰則則 違違反反行行為為

11年年以以下下のの懲懲役役
又又はは
5500万万円円以以下下のの罰罰金金

・・ 登登録録をを受受けけなないいでで屋屋外外広広告告業業をを営営んんだだ者者
・・ 不不正正のの手手段段にによよりり登登録録をを受受けけたた者者
・・ 営営業業停停止止のの命命令令にに違違反反ししてて屋屋外外広広告告業業をを営営んんだだ者者

5500万万円円以以下下のの罰罰金金 ・・ 違違反反広広告告物物にに対対すするる表表示示・・設設置置のの停停止止、、除除却却等等のの命命令令にに
違違反反ししたた者者

3300万万円円以以下下のの罰罰金金 ・・ 地地域域ななどどのの規規制制にに違違反反ししたた広広告告物物のの表表示示・・設設置置・・変変更更・・改改
造造ををししたた者者、、除除却却ししななかかっったた者者
・・ 登登録録事事項項のの変変更更をを届届出出ををせせずず又又はは虚虚偽偽のの届届出出ををししたた者者
・・ 業業務務主主任任者者をを選選任任ししななかかっったた者者

2200万万円円以以下下のの罰罰金金 ・・ 屋屋外外広広告告物物のの資資料料のの未未報報告告、、虚虚偽偽のの報報告告、、立立入入りり検検査査のの
拒拒否否・・妨妨害害・・忌忌避避ししたた者者
・・ 屋屋外外広広告告業業者者にに対対ししててのの営営業業にに対対すするる未未報報告告、、虚虚偽偽のの報報
告告、、立立入入検検査査のの拒拒否否・・妨妨害害・・忌忌避避ししたた者者

55万万円円以以下下のの過過料料 ・・ 屋屋外外広広告告業業のの廃廃業業のの届届出出をを怠怠っったた者者
・・ 営営業業所所にに標標識識をを掲掲げげなないい者者
・・ 営営業業所所にに営営業業にに関関すするる帳帳簿簿のの未未備備ええ、、帳帳簿簿のの未未記記載載、、虚虚
偽偽のの記記載載、、未未保保存存のの者者
・・ 静静岡岡県県のの登登録録済済業業者者のの静静岡岡市市へへのの特特例例届届出出をを怠怠っったた者者
・・ 特特例例のの届届出出事事項項のの変変更更届届けけをを怠怠っったた者者

違違反反広広告告物物にに対対すするる措措置置等等
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　静岡市　安全点検結果の報告書記入について
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点検報告書
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　静岡市　安全点検結果の報告書記入について
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点検報告書
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　○安全点検記録（案）
屋外広告物安全点検記録の参考書式です　
Excel プルダウン記入方式　
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　○安全点検記録（案）

安全点検記録（案）

整理番号

会社名
住所
会社名
住所

設置場所

照明設備 照射⽅法
看板⼨法

項⽬評価

項⽬評価

項⽬評価

照明種別
H  × W  × D

ぐらつき・緩み
⽋落

コメント

③ブラケット/カバー

画像 画像

鉄⾻のサビ・劣化
板⾦のサビ・劣化
⽔抜き孔
ビスの緩み・⽋落
ブラケットの全数

アンカー数/1ブラケット

アンカーの全数

①壁⾯
ヒビ
盛り上がり変形

コメント

設置躯体種別

画像 画像

〒
設置年⽉⽇ 点検実施⽇

②アンカーボルト

画像 画像

サビ・腐⾷・劣化

コメント

管理者資格/No.

看板アイテム

管理者
(点検者)

屋外広告業登録No

TEL
〒

No.
担当者

点検種別

安全点検記録
総合評価

設置者
TEL

〒

令和 年 ⽉ ⽇

屋外広告物安全点検記録の参考書式です　
Excel プルダウン記入方式　　

安全点検録
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　○安全点検記録（案）

項⽬評価

項⽬評価

項⽬評価

項⽬評価

項⽬評価

コメント

コメント

⑧電材

画像 画像

サビ・腐⾷・劣化
配線の漏電・劣化

コメント

⑦表⽰⾯板

画像 画像

サビ・腐⾷・劣化
破損
膨張

⑥フレーム（押え）

画像 画像

サビ・腐⾷・劣化
変形
ビスの緩み

⽔抜き孔
⽔たまり有無

コメント

画像 画像

サビ・腐⾷・劣化
変形

④内部鉄⾻

接合部の緩み・⽋落

コメント

⑤フレーム

画像 画像

サビ・腐⾷・劣化
変形

屋外広告物安全点検記録の参考書式です　
Excel プルダウン記入方式　　　　
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　○安全点検記録（案）

安全点検記録（案）

項⽬評価

コメント

⑨付属部品

画像 画像

サビ・腐⾷・劣化
破損・電⾷

この点検記録が必要な場合は下記にお問い合わせください。　

静岡市建築総務課
tel ０５４ー２２１ー１１２３
屋外広告係
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（適用範囲）
第 1 条 屋外広告物点検基準は、屋外広告物等の新設及び維持に係る点検に適用する。

（用語の定義）
第 2 条 点検基準書において用いる用語の意義は、次の通りとする。

    一 .「点検」とは、屋外広告物等 ( 以下、広告物等という。) について、損傷、変形、腐食等に関する異常・不具合の有無を調査し、  
          保守又は修理等の措置が必要かどうかの判断を行い、点検記録 ( 第 7 条 ) を作成すること。

   二 .「目視点検」とは、目視による点検を行うこと。
	  
   三 .  「標準点検」とは、おおむね 60 センチメートル以内に近づき、目視、触診、打音及び検査により広告物等の外部及び内部等に
          ついて、点検を行うこと。　　　　　　　　　　　　　

   四 .「詳細点検」とは、測定器具を用い広告物等を構成する部材について詳細な計測や検査を行うこと。

   五 .「保守」とは、広告物等の清掃、塗装、消耗品及び工事を伴わない不良な部材の交換を行うこと。

   六 .「修理」とは、広告物等の本体部分及び本体支持部分若しくは基礎部分に生じた損傷、変形、腐食等の原因を解消し、安全に
         機能させるための工事を伴う措置をいう。

   七 .「広告用構築物」とは、自立看板、野立看板、広告塔等基礎又は杭等で地面に固定され、自立している広告物をいう。

   八 .「建物付属設備」とは、袖看板・壁面看板等建築物に固定された広告物をいう。

   九 .「固定式スタンド看板等」とは、基礎や杭等で固定されずに自立している広告物をいう。
　　
   十 .「委託者」とは、広告物等を所有する者又は広告物等の掲出についての許可を申請した者又は所有者から管理を委託された者で、   
         点検を委託する者。

十一 .「受託者」とは、広告物等の状態を点検し、報告するために必要な技能と知識を有する資格者又は資格者を雇用する事業主で、
         委託者からの委託を受けて点検を行う者。

十二 .「専門点検技能者」とは、詳細点検を行うことができる装置を有し、詳細点検を行うために必要な技能と知識を有する資格者又
         は資格者を雇用する事業主。

（点検作業者）
第 3 条  受託者は、 点検作業者に作業を行わせるものとする。
2. 点検作業者は、 業務の履行に関し必要な技能と知識を有する者でなければならない。

（実施管理）
第 4 条  受託者は、 安全に点検出来るように事前に計画を立て、業務の実施にあたっては、 事前に立てた計画に従って業務を履行しな
            ければならない

（点検の目的）
第 5 条  点検の目的は、広告物等の損傷、変形及び経年的損傷、腐食などによる不良部分を発見することによる機能損失と災害の未
            然防止のほか、 計画的な更新のために健全度や劣化傾向を把握し、修理を行うための資料を得ることを目的とする。

（点検の対象）
第 6 条  点検の対象は、全ての広告物等を対象とするが、特に道路に接近していること、設置の高さ、大きさを考慮し、私有地の敷
           地境界を越えて危害を与える可能性の高い広告物等については、受託者は条例による規制の有無に関わらず業務担当者によ
           る点検を確実に行う。

一般社団法人日本屋外広告業団体連合会
公益社団法人日本サイン協会

一般社団法人サインの森

　○屋外広告物点検基準（案）−１
平成 28 年 11 月 30 日
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　○屋外広告物点検基準（案）−２

（点検記録の作成）
第 7 条  受託者は、広告物等の状況変化や経過等が把握できるよう、 写真等現場状況を確認できる資料を添え、別表 1 の様式に準じた点検
            結果の記録を作成するものとする。

2. 点検記録は、1 年間有効とする。

（点検記録の保存）
第 8 条  受託者及び点検作業者は、点検結果の記録について、当該広告物等を撤去するまでの間、保持すると共に、委託者に対しても記録
             の保存を求めなければならない。

（広告物の耐用年数）
第 9 条  広告物等の構造部分の耐用年数の目安は、 金属製であるものについてはおおむね 10 ~ 20 年、それ以外のものについては 10 年とする。

（広告物の点検頻度）
第 10 条  点検する部位ごとの頻度は、 別表 2 による。

（点検の共通事項）
第 11 条  受託者は、広告物の保守については、第 4 条の規定に関わらず作業を行うことができる。

2. 受託者は、点検記録には広告物等の状態が分かる写真を添付するとともに、検査又は試験を実施した場合には測定値を記録する。

3. 点検に際し受託者は、別表 4 に定める法令への適合事項について確認を行い、これに適合していない場合には、委託者に対し適
    切な措置を取るよう遅滞なく伝える。

（目視点検）
第 12 条 目視点検は、広告物等の各部におけるキズ、汚れ、変形、錆等の状態について点検するものとする。

（標準点検）
第 13 条  標準点検は、都道府県条例において点検に必要な技能と知識を有すると認められた資格者により、広告物等の種類に応じ定める別
             表  3-1 に定める点検箇所について各内容の状態を調査する。 

 2. 点検にあたっては、必要に応じ高所作業車又は足場を用い、外部だけでなく外装材を外し、各内部も含め確実に点検を行う。

 3. 各部の特性に応じ、触診、打音及び検査を行う。

（詳細点検）
第 14 条  詳細点検は、広告物等の種類に応じ別表 3-2 に定める点検箇所について、専門点検技能者により行う次の測定等を内容とする点検
             をいう。

一 . ( 寸法測定 ) 経年劣化による錆、垂れ、歪み及び変形など筐体破壊の進行を確認するために、寸法、厚み角度などの測定器具を使用する点検。

二 . ( 試験 ) 測定機器等を用い、アンカーボルトの引抜き強度、鋼材の肉厚測定等の調査を行う点検。

（点検結果の評価方法）
第 15 条  点検評価は、レベル A、レベル B、レベル C、レベル D により評価する。
 一 .レベル A は、 点検結果が良好な状態を示す。

 二 .レベル B は、 劣化が認められる、経過観察を要する状態を示す。

 三 .レベル C は、 劣化が進行している、次回までに改善が必要な状態を示す。

 四 .レベル D は、 劣化のため危険が認められる、修理又は撤去が必要な状態を示す。

一般社団法人日本屋外広告業団体連合会
公益社団法人日本サイン協会

一般社団法人サインの森

業界に於ける点検基準（案）
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一般社団法人日本屋外広告業団体連合会
公益社団法人日本サイン協会

一般社団法人サインの森
　○屋外広告物点検基準（案）−３
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業界に於ける点検基準（案）

( )
( )

( )( )

一般社団法人日本屋外広告業団体連合会
公益社団法人日本サイン協会

一般社団法人サインの森
　○屋外広告物点検基準（案）−４
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　点検 ・ 保守契約書

　　　　屋外広告物の点検・保守に関する契約書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　公益社団法人　静岡県屋外広告協会　作成

委託者　　　　　　（以下甲という）と受託者　　　　　　　 （以下乙という）は、下記の屋外広告物・掲出物件（以下本物件という）
の点検・保守につき、下記のとおり契約する。

A　本契約の対象となる屋外広告物・掲出物件

設置の場所	 静岡市　　　　区

広告物・掲出物件の種類	 　　　　　　　屋上看板 　・ 壁面看板 　・ 突出看板 　・ 野立看板 　・ その他

広告物の表示内容
	
広告物・掲出物件の数量	

広告物・掲出物件の設置年月日	 　　　　年　　　　月　　　　日

前回許可	 年　　　　月　　　　日 　第　　　　　　　　 号

【広告物・掲出物件を特定する写真等】

B　 本契約の対象となる屋外広告物・掲出物件と甲との関係
　　　　所有者　／　占有者　／　使用者　／　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

C　点検・保守の日時又は期間
■一回限りの点検・保守を行う場合
点検・保守日	 令和　　　年　　　月　　　日
点検の種類※	 目視点検　／　標準点検　／　詳細点検　／　その他
詳細点検報告書作成の有無※	 　あり　／　なし　　　（申請：　有　／　無　）
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■定期的に保守・点検を行う場合
点検・保守の期間	 自　　　令和　　　年　　　月　　　日
至　　　令和　　　年　　　月　　　日

点検・保守の時期と種類※
（予定）	 令和　　年　　月　：　目視点検　／　標準点検　／　詳細点検
令和　　年　　月　：　目視点検　／　標準点検　／　詳細点検
令和　　年　　月　：　目視点検　／　標準点検　／　詳細点検
令和　　年　　月　：　目視点検　／　標準点検　／　詳細点検
令和　　年　　月　：　目視点検　／　標準点検　／　詳細点検
詳細点検報告書作成の有無※	 　あり　／　なし　　　（申請：　有　／　無　）
　※静岡市屋外広告物安全点検ガイドラインが推奨する点検頻度と種類は以下のとおりです。
　・制作してから４年以下の広告物・掲出物件は２年毎に目視点検を行う。
　・制作してから４年を超えた広告物・掲出物件は２年毎に標準点検を行う。
　・制作してから１０年以上経過した広告物・掲出物件は、許可申請の際に詳細点検の報告書を添付する。

D　乙の損害保険の加入の有無
　　　　加入あり　　　　／　　　　　加入なし

（加入する損害保険の名称：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

E　乙の報酬および甲の支払方法
金額	 金 　　　　  　　 円也
支払期限	 令和　　　年　　　月　　　日
支払方法	 乙が別途指定した預金口座に一括して振り込んで支払う。

（総　則）
第１条　甲は、本物件に関し、本契約書及び別紙仕様書で定めた業務（以下「本件業務」 という。）を、 乙に委託し、乙はこれを受託する。

（用語の定義）
第２条　本契約において用いる用語の定義は、次のとおりとする。

（１）「点検」とは、屋外広告物及び掲出物件の損傷、変形、腐食等に関する異常・不具合の有無を調査し、保守及びその他の措置が　　
　　　必要かどうかの判断を行うことをいう。但し、現状調査を目的とするため、 1 回の点検により将来に亘る安全を保証するものではない。

（２）「保守」とは、屋外広告物及び掲出物件の清掃、消耗品の補充・交煥等を行うことをいう。別紙仕様書において定める消耗品を除き、
　　　劣化した部品の取替えや修理等を含まない。

（３）「修理」とは、屋外広告物及び掲出物件の本体、接合部、支持部若しくは基礎部分等に生じた損傷、変形、腐食の原因を解消し、　
　　　安全に機能させるための措置又は工事をいう。

（４）「業務担当者」とは、屋外広告士等、屋外広告物及び掲出物件の点検・保守に関する必要な技能・知識を有する者であって、本
　　　件業務の主たる業務（本件業務のうち、現場で行う点検・保守作業をいう。以下同じ。）を現場において担当する者をいう。

（業務内客）
第３条　乙が受託する業務は、次のとおりとする。

（１）屋外広告物及び掲出物件の点検・保守を別紙仕様書の要領に基づいて実施し、その結果を甲に報告すること。

（２）屋外広告物及び掲出物件の点検中に危急の事を認めた場合の、落下防止措置等公衆に対する危害を防止するための緊　　
　　　急措置。

（３）その他、屋外広告物及び掲出物件の点検・保守に必要な事項。
　　　　２　本物件に関し修理を行う場合には、甲乙は、別途請負契約を締結する。

（費　用）
第４条　乙は甲に対し、予め本物件の点検・保守に関する見積書等を提出し、甲の了承を得てから点検・保守業務を開始する。

２. 乙は甲に対し、本物件の消耗品の補充・交換等の保守に要した費用を別途請求できるものとする。

３. 前条１（２）の緊急措置に必要な費用については、乙は緊急措置を施した後に、甲に報告し請求することができる。

（業務担当者）
第５条　乙は、本契約締結後、速やかに、本契約の業務担当者を定め、その氏名及び保有資格等を、甲に通知しなければ　　　　
　　　　ならない。ただし、緊急時の業務等、乙が事前に通知することが困難なときは、業務後、速やかに通知すること
　　　　で足りるものとする。

　２. 本契約の存続期間中において、乙が業務担当者を変更したときも前項と同様とする。

公益社団法人静岡県屋外広告協会作成　点検契約書
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（乙の責務）
第６条　本契約に基づく乙の責務は、次のとおりとする。

（１）屋外広告物・掲出物件の点検・保守をする者として一般に要求される程度の注意（善管注意）をもって本件業務を行い、
　　 点検の結果により適切な判定を行うこと。

（２）本件業務を業務担当者に行わせること。

（３）本件業務の結果を第３条の定めに従い、文書等により甲に対して報告すること。

（４）本物件により事故が発生する恐れがあると認められる場合は、速やかに甲にその

（５）点検・保守を行う際には、予め甲に連絡して作業の日程を調整すること。

（甲の責務）
第７条　本契約に基づく甲の責務は、次のとおりとする。

（１）甲は、本物件の所有者、占有者、又は使用者として、法令を遵守して、本物件を適切に維持管理する責任を負う。

（２）甲は、乙から提出された点検報告書の判定結果に従い、本物件を良好な状態に保持する責任を負う。

（３）甲は、乙が点検・保守を行うため、本物件への出入りなど、乙の求めに応じて必要な便宜を与える。 

（第三者への再委託）
第８条　乙は、甲の了解を得なければ、本件業務の全部又は一部を第三者に再委託してはならない。
２. 乙が甲の了解を得て本件業務の全部又は一部を第三者に再委託した場合、乙は、次の事項を遵守しなければならない。

（１）再委託した第三者の名称、その他甲が報告を求めた事項を、再委託した業務の開始前に甲又は甲が委託した管理者へ報告する　
　　　こと。ただし、緊急時の業務等、乙が事前に報告することが困難なときは、業務後、速やかに報告をすれば足りるものとする。

（２）再委託した本件業務について、甲に対して責任を負うこと。特に、再委託した第三者においても適切な対応がなされるよう、
　　　再委託契約においても各条の趣旨を踏まえた規定を置くこと。

（書類の貸与等）
第９条　甲は、乙の求めに応じて、本物件に関する次の各号に掲げる書類を乙に貸与し、又は閲覧させるものとする。

（１）建築確認・検査の関係図書（建築確認図書に添付された書類を含む。）

（２）乙以外の者が行った、保守・点検、不具合、事故及び災害に関する過去の作業報告書

（３）法定点検等の行政庁に対する過去の報告書（該当事案がある場合に限る。）

（４）欠陥等について製造業者が講じた措置に関する報告書（該当事案がある場合に限る。）

（５）その他適切に保守・点検の業務を行うために必要な書類（製造業者が作成した保守・点検に関する書類がある場合はそれを含む。）

 ２. 乙は、前項の書類の貸与を受けた場合において、本契約が終了したとき、別紙仕様書の変更等により不用となったとき又は
　  甲から請求されたときは、当該書類を速やかに甲に返却しなければならない。

（損害賠償）
第１０条　甲及び乙は、故意又は過失により、 相手方または第三者に損害を及ぼした場合には、その損害を賠償する責任を負う。

（免責事項）
第１１条　天災地変等の不可抗力、その他乙の責に帰することのできない事由によって生じた損害については、乙はその責を負わな
                いものとする。

（２）乙が甲に提出した点検報告書の判定結果において、危険・異常を認めた項目があるにもかかわらず、甲が修理などの対策を講
       じなかった場合の損害については、乙はその責を負わないものとする。

（３）乙の点検引き渡し後に、乙以外の者が行った点検・保守作業又は修理若しくは改造に起因する本物件の事故については、乙は
        その責を負わないものとする。

（守秘義務）
第１２条　乙は、正当な理由なくして、本契約及びその遂行上知り得た秘密を第三者に漏洩してはならない。この契約が終了した場合
               も、同様とする。
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（個人情報の保護）
第１３条　甲及び乙は、個人情報保護法を順守するものとする。甲及び乙が個人情報取扱事業者に該当しない場合であっても、同
　　　　　法の規定の趣旨に従った個人情報の取扱いを遵守するものとする。

（契約の解除）
第１４条　甲及び乙は、その相手方が本契約に違反したときは、相当の期間を定めてその履行を催告のうえ本契約を解除すること　　　
　　　　　ができる。

 ２. 甲及び乙は、その相手方が次の各号のいずれかに該当するときは、催告その他の手続きを要することなく、直ちに本契約を解除
     することができる。

（１）銀行の取引を停止されたとき、破産、特別清算、民事冉生手続もしくは会社更生手続開始の申立を受け、又は自らこれらのー
       を申し立てたとき。

（２）第三者より差押え、仮差押、仮処分、強制執行もしくは競売申立てまたは公租公課滞納処分を受けたとき。

（３）合併又は破産以外の事由により解散したとき。

（４）その他本契約を継続し難い重大な事由が発生したとき。

３. 前２項の規定にかかわらず、甲は、乙に対して、３カ月前までに書面をもって解除の申入れを行うことにより、本契約を終了さ
    せることができる。この場合、乙は、これによって生じる乙の損害の賠償を甲に請求することはできない。

４. 前３項による解除の効力は、将来に向かって生じるものとする。

５. 第１項から第３項までにおける解除の場合、次の各号のとおりとする。

（１）契約解除のときまでに行った本件業務に関して乙が甲に提出すべき作業報告書等がある場合、甲は、乙に対し、その作業報告
         書等の交付を請求することができる。また、すでに乙から甲に交付されている作業報告書等がある場合、甲は、これを利用す
        ることができる。

（２）乙は、甲に対し、契約が解除されるまでの間履行した本件業務の日数に応じた委託業務費（以下「履行済み委託業務費」という。）
       の支払いを請求することができる。履行した本件業務の日数が一月に満たないときは、日割り計算するものとする。

（３）前号において、甲が、委託業務費の一部又は全部を支払済みの場合であって、履行済み委託業務費の額が当該支払済みの委託
       業務費の額を超えるときは、乙は、甲に対し、その差額を請求することができる。また、履行済み委託業務費の額が当該支払
       済みの委託業務費の額に満たないときは、甲は、乙に対し、その差額の返還を請求することができる。

６. 甲及び乙は、第１項及び第２項の規定により本契約を解除した場合において、損害があるときは、その損害の賠償を相手方に請     
    求することができる。

（暴力団等誹除条項）
第１５条　甲及び乙はそれぞれ相手方に対し、次の各号の事項を確約する。

（１）自らの役員等（契約当事者が個人である場合にはその者を、契約当事者が法人である場合にはその役員を、契約当事者が管理
       　組合である場合には理事をいう。以下､ この項において同じ。）が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６
　　 号に規定する暴力団員（以下この項において「暴力団員」という。）、暴力団準構成員、暴力団関係者又は総会屋若しくはこれ
　　　らに準ずる者の構成員ではないこと。

（２）自らが暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下この項において
　　　同じ。）、総会屋ではなく、これらに準ずる者又は暴力団員、暴力団準構成員、暴力団関係者、総会屋若しくはこれらに準ずる
　　　者の構成員が経営又は運営に実質的にも関与していないこと。

（３）役員等が暴力団、総会屋若しくはこれらに準ずる者又は暴力団員、暴力団準構成員、暴力団関係者、総会屋若しくはこれらに
　　　準ずる者の構成員と社会的に非難されるべき関係を有していないこと。

（４）自ら又は第三者を利用して、本契約に関して次の行為をしないこと
　　　ア . 相手方に対する脅迫的な言動又は暴力を用いる行為

　　　イ . 偽計又は威力を用いて相手方の業務を妨害し、又は信用を毀損する行為

２. 甲又は乙の一方について、次のいずれかに該当した場合には、その相手方は、何らの催告を要せずして、本契約を解除すること
    ができる。

（１）前項（１）から（３）の確約に反する申告をしたことが判明した場合

（２）前項（４）の確約に反した行為をした場合

３. 前条第４項及び第５項は、前項を事由とする解除に適用する。ただし、第１項に該当する当事者は、相手方に対し何らの請求を
    することはできない。
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（契約の更新）
第１６条　甲又は乙が、その相手方に対して、本契約の有効期間が満了する日の９０日前に書面をもって解約の申入れを行わない              
                限り、本契約は当該有効期間が満了する日の翌日より更に一年間自動更新されるものとし、以後も同様とする。ただし、
                １回限りの点検・保守を行うものである場合を除く。

（委託業務費等の変更）
第１７条　甲及び乙は、本契約締結後の諸材料の価格、労務費等の変動、法令改正その他の事由により委託業務費等を変更する必
                要が生じたときは、甲乙間で協議のうえ、変更契約書の締結をもって本契約を変更することができる。

（合意管轄裁判所）
第１８条　本契約に起因する紛争に関し、訴訟を提起する必要が生じたときは、静岡地方裁所を第一審管轄裁判所とする。

（誠実義務等）
第１９条　甲及び乙は、本契約に基づく義務の履行について、信義誠実をもって行わなければならない。
２. 本契約に定めのない事項又は本契約について疑義を生じた事項については、甲及び乙は、誠意をもって協議するものとする。

　以上のとおり契約し、これを証するため本書２通を作成し、甲・乙各記名捺印の上各自１通宛保有する

令和　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　（甲）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

　　　　　　　　　　　　　　　　（乙）　　　　　　

この契約書は公益社団法人静岡県屋外広告協会が
会員の方の為に、製作したものです。
会員の方で契約書が必要な場合は協会にお問い合わせください。　

420-0032　
静岡市葵区両替町１丁目６−８　第一松永ビル 4F
Tel : 054-252-5222
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美しい景観　
熈代勝覧

日本橋

観
かん



江戸時代の商人は
店の看板を大切にして

火災があった場合一番に看板を持ち出せ！！
との家訓があったとか



静岡市　景観まちづくり課
〒420-0853
静岡市葵区追手町5-1 7階
電話054-222-1123

静岡市屋外広告物ガイドライン ①安全点検編
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